



































219 国際司法裁判所 ウルグアイ河のパルプ工場事件 (仮保全措置命令 2006年 7月13[｣)
イは,2003年10月.スペイン企業 ENCE`5)に対 して,フライ･ベントス (FrayBentos)
の通報協議手続をとっていないDまた,2005年 2Tl.フィンランド企業 OyMetsa-Botnla





















































































































実施する主権的権利 (soverelgnrlght)を保全するよう裁判所に求めている (63-67項 )0
3.アルゼンチンの第一請求 (68-78項)
アルゼンチンの仮保全措置請求は2つに分割され得る｡第-請求は停止請求に関するも








































































アモール,ベヌーナ,スコトニコ7判事, トレス ･ベルナルデス特任判事L付 ｡
反対 .ビヌエサ特任判事(16)｡
本命令の正文は英語であり,以下の少数意見が付されている,宣言 (ランジェウア判















アルゼンチンは,75年協定 1二の自国の権利が2種類の義務に対応 して生 じるという｡実






































































第-請求 :工場の建 ① 本案判断事項O本案で救 ② 回復し得ない損害の急迫
判所 (72-78項)o
暇 芸濃 惣 ③ ウルグアイによる協議の ｢確約｣があるので仮保全措置


















































同 法 (56- 2) 210
れる以糾 こ｣工場の建設工事が終 TL,回復し得ない損害が発生し･同時に緊急性がある
と主張するのであるrm o






































































































































意すべきは,ITLOSの暫定措置 個 連海洋法条約)とICJの仮保全措置 (ICJ規程)の間



































































































































203 国際司法裁判所 ウルグアイ河のパルプ⊥51)J･事件 (仮保全持田命令 20061F･7月13Fl)
むことを避けたものと考えられる0
6.実体的権利の合理的見込論











この合理的見込論は,大ベル ト通航判 牛ご人きく関越とされた 831後,フランスにおける
刑事手続事件 (仮保朝 芹置命令2003年)においても主張 されているo後者の事件において
被告フランスは.原告の+.張が ｢最低限の蓋然性｣(unmlnlmumdevraisemblance)をも
欠くため,恨保全請求を却 Fすべ きであると~i一朝 した Bl (ただし.裁判所はこの点につい
て判断を 卜していない)｡
本件 (パルプ L場事件)において,ウルグアイは次のように合理的見込論を観閲 してい
るo第 1に,イ反保全安作の一つにfl/mu∫b())/Z/-I/TlS要件がある｡第2に,同要件により.
主張されている権利が不十分な法的根拠に依拠 していることが一見 して (apremlさrevue)
協走に厳密に従ってパルプ工場の認可を子うつてお り,何 ら違反行為を行ってお らず,アル






一 朗 CR2006/47uruguay.M GrosEsplelり,】).14
0 (81)CR2006/49(し-ruguay.MrRe.chle,).p2(J.
七 (82)杉原高嶺 恨 際山法裁判利別 (有斐閣 1996年｣282-285貝 Ll
91巻5号 (1992年)84-87fl,J

















































ル ･キルチネル(NestorKlrChner)大統称がスペ インB]王フアン･カルロス 1世 (Juan
carlosI)に,パルプ工場に関するウルグアイとの紛争を仲裁するよう依栃した(9㌔
第4に,2006年11月29口に,今度はウルグアイが ICJに仮保全措置を請求した(9710ウル
グアイは.アルゼンチン住民が両国国境の橋を封鎖したことにより,数億 ドルの損害が発
生しており,アルゼンチンが何らの措置もとっていないことから,75年協定上の権利に対
する重大な侵害が発生していると主張 している'Lj8'｡また,アルセンチンの行為は既存の紛
争を悪化させるものであり,2006年7月1:日 の仮保全措帯命令をあきらさまに軽視するも
のであるという｡
(95)MERCOPRESS.4November2006.[http://www.mercopresscom/Detaleasp?NUM-9059].
(96)AFPBBNews(2006年11月5日)｡[http//www.afpbb.com/artlCle/1055019]
(97)C.I.J.Communlquedepress2006/40.
(98)RequestfortheInd】cationofProvISionalMeasuressubmlttedbyUruguay,30November
2006,paras,2-4.
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